
経営規模の小さな飲食店の場合

以下の①～④の全てに該当している場合は、
       ～　　のほか、　　の対応も可能です。

① ２０２０年４月１日時点で、営業している店舗

② 資本金または出資金の総額５０００万円以下

③ 客席面積が１００ ㎡以下

④  （同居家族等を除く）従業員がいない場合、または

　 全ての従業員から喫煙可能室設置の飲食店での勤務について

　 書面で承諾を得ている場合

屋内禁煙 喫煙専用室の設置 加熱式たばこ専用の喫煙室の設置

　 喫煙可能室の設置
(店内全てが喫煙可能室の場合を含む）

喫煙を主たる目的とするバー・スナック等（シガーバー等）は、別の施設区分（喫煙目的施設）が適用されることがあります。

屋内禁煙 喫煙のみ可

飲食等可

飲食等も可

学校・病院・行政機関など 飲食店・事務所など

受動喫煙についてのルール　改正健康増進法と埼玉県受動喫煙防止条例

周囲の状況に配慮

屋外や家庭を含め、受動
喫煙が生じないよう配慮
が必要です。・屋外に基準を満たす喫煙所が設置可能 ・屋内に基準を満たす喫煙室が設置可能

・屋外に受動喫煙が生じないよう周囲の
  状況に配慮した喫煙所が設置可能

受動喫煙防止対策ガイド
改正健康増進法と埼玉県受動喫煙防止条例が始まっています！

飲食店・オフィスなどの 事業者向け

敷地内禁煙 原則屋内禁煙

埼玉県マスコット「さいたまっち」 2021.8

















 

様式第２号（第３条関係） 

 

喫煙可能室設置届出書 

                                令和○年○月○日 

 

   （宛先） 

       埼玉県知事 

  

                    届出者の住所 熊谷市○○町○－○－○ 

                        氏名 株式会社 埼玉商事 

                           代表取締役社長 埼玉 一郎 

 

 

埼玉県受動喫煙防止条例第９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 既存特定  

 飲食提供  

 施設 

（ふりがな） れすとらん さいたま 

 名  称  レストラン 埼玉 

 郵便番号  ３６０－○○○○ 

 所 在 地  熊谷市○○町○－○－○ 

 電話番号  
○○○－○○○－○○○○ 

 従業員に  

 係る状況  

□従業員は雇用していません。       

□全ての従業員から承諾を得ています。  

 

 注 １ 「従業員」とは、条例第７条第２項の従業員（労働基準法（昭和２２年法律第 

    ４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に 

    使用される者及び家事使用人を除く。））をいう。 

   ２ 「承諾」とは、条例第７条第２項第２号イの承諾をいう。 

 

 

記入例 

施設の管理権原者（受動喫煙を防止する取組方針の

判断、決定を行う者であり、設備の改修等を適法に

行うことができる権原を有する者）を記載してくだ

さい。（主に、個人店であれば事業主や店舗の店

長、法人であれば法人の代表者が該当します） 

店舗の名称や所在地等を

記載してください。 

どちらか１つにチェックをし

てください。（同居の親族は、

従業員に該当しません） 

届出書（ 7ページ）…… 初回に提出 
報告書（ 9ページ）…… 営業許可更新の際に提出 

この記入例は、届出書（7ページ）のほか、報告書（9ページ）

を提出する際の記入例として準用してください。 

さいたま市、川越市、越谷市及び

川口市に施設がある場合は、各市

の長あてとする 
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